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平
成
二
十
年
、
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
よ
り
、
ふ
る
さ
と
納
税
制
度
が
創
設
さ
れ
た
。
寄
附
で
地

方
を
応
援
す
る
制
度
趣
旨
に
添
い
、
法
律
の
範
囲
内
で
各
地
方
自
治
体
が
様
々
な
創
意
工
夫
を
凝
ら
し
て
き
た
。
ふ
る
さ
と
納

税
制
度
の
開
始
後
、
過
度
な
返
礼
品
や
自
治
体
に
全
く
関
連
の
な
い
返
礼
品
の
提
供
な
ど
、
問
題
と
さ
れ
た
事
象
は
あ
っ
た

が
、
何
が
違
反
で
あ
る
か
の
法
規
制
に
つ
い
て
、
総
務
省
の
制
度
設
計
の
時
点
で
想
定
が
不
十
分
で
あ
っ
た
こ
と
に
原
因
が
あ

っ
た
。 

 

地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
よ
り
、
令
和
元
年
六
月
か
ら
、
ふ
る
さ
と
納
税
指
定
制
度
が
追
加
さ
れ

た
。
時
点
修
正
と
し
て
の
改
正
趣
旨
は
理
解
す
る
も
の
の
、
法
改
正
前
の
事
象
を
理
由
に
地
方
自
治
体
を
除
外
し
た
総
務
省
の

決
定
に
つ
い
て
は
、
国
会
の
議
論
や
各
種
報
道
に
お
い
て
も
処
分
の
是
非
が
問
題
視
さ
れ
て
い
る
。 

 

従
っ
て
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
質
問
す
る
。 

一 

総
務
省
は
、
過
去
の
事
実
関
係
を
除
外
の
基
準
の
一
つ
に
す
る
こ
と
は
許
容
さ
れ
る
べ
き
だ
と
す
る
が
、
ど
の
よ
う
な
法

的
根
拠
か
ら
、
令
和
元
年
六
月
の
法
改
正
施
行
前
の
事
象
に
つ
い
て
、
著
し
く
公
益
に
反
し
て
不
当
な
募
集
を
行
っ
た
と
判

断
し
て
不
利
益
処
分
を
決
定
し
た
の
か
、
見
解
を
問
う
。
ま
た
、
寄
附
金
の
募
集
の
適
正
な
実
施
に
係
る
基
準
は
、
ど
の
よ
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う
な
法
的
根
拠
か
ら
、
遡
及
効
を
持
つ
拘
束
事
項
を
記
載
し
た
の
か
。 

二 
国
地
方
係
争
処
理
委
員
会
に
お
い
て
、
ふ
る
さ
と
納
税
の
返
礼
品
規
制
に
関
し
て
泉
佐
野
市
の
問
題
提
起
が
認
め
ら
れ
、

法
改
正
前
の
事
象
を
理
由
に
地
方
自
治
体
を
除
外
し
た
総
務
省
の
決
定
に
つ
い
て
再
検
討
を
勧
告
し
た
。
総
務
省
が
勧
告
を

受
け
入
れ
な
い
と
し
た
根
拠
で
あ
る
、
適
格
性
審
査
基
準
を
定
め
る
こ
と
を
総
務
大
臣
に
委
任
し
た
政
策
的
・
専
門
技
術
的

裁
量
は
、
結
果
と
し
て
特
定
自
治
体
の
除
外
を
目
的
と
し
て
お
り
、
地
方
自
治
法
が
禁
止
す
る
不
利
益
な
取
り
扱
い
で
は
な

い
か
。 

三 

返
礼
品
等
の
調
達
に
要
す
る
費
用
に
つ
い
て
寄
附
額
還
元
率
三
割
の
規
制
は
、
財
源
に
乏
し
い
自
治
体
が
、
地
元
の
民
間

事
業
者
と
協
力
し
、
規
格
外
産
品
や
一
括
大
量
調
達
等
市
販
に
は
な
い
特
価
で
の
返
礼
品
開
発
や
創
意
工
夫
に
よ
る
、
地
場

の
設
備
投
資
や
雇
用
創
出
と
い
っ
た
地
域
活
性
化
に
水
を
差
す
と
考
え
る
が
、
見
解
を
問
う
。
ま
た
、
募
集
経
費
総
額
が
、

当
該
各
年
度
受
領
寄
附
額
合
計
額
の
百
分
の
五
十
以
下
と
す
る
調
達
規
制
で
、
所
期
の
目
的
を
果
た
す
の
で
は
な
い
か
。 

四 

総
務
省
は
平
成
二
十
九
年
二
月
下
旬
か
ら
三
月
上
旬
、
返
礼
品
の
改
善
策
を
検
討
す
る
に
あ
た
り
地
方
自
治
体
か
ら
意
見

を
聴
取
し
た
。
そ
の
際
、
高
額
納
税
者
へ
の
対
策
に
つ
い
て
複
数
の
地
方
自
治
体
か
ら
改
善
を
求
め
ら
れ
た
が
、
現
状
は
個

人
住
民
税
所
得
割
の
二
割
と
い
う
上
限
し
か
な
い
。
寄
附
金
の
限
度
額
設
定
と
い
っ
た
対
策
は
ど
の
よ
う
に
検
討
し
、
規
制
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と
し
な
か
っ
た
の
か
、
具
体
的
に
回
答
を
求
め
る
。 

 

右
質
問
す
る
。 


